（様式Ａ）
１．組織及び運営に関する事項を記載した書類
	法人名
	


	所在地
	


	職員数
	（常勤）　　　　　　　　（非常勤）


	組織図
	














	沿革
	









	支援業務を実施する部署
	




	支援業務を実施する職員数
	（常勤）　　　　　　　　（非常勤）





（様式Ｂ）
２．支援業務の概要に関する事項を記載した書類 
	実施する支援業務
	（実施する支援業務に☑）
□ 登録住宅入居者の家賃債務の保証
□ 賃貸住宅への入居に関する情報提供、相談その他の援助
□ 入居者の生活の安定・向上に関する情報提供、相談その他の援助
□ その他附帯業務

	支援業務の概要
（※）
	

















	支援業務を実施する地域
	




	支援対象とする住宅確保要配慮者
	
[bookmark: _GoBack]




	支援業務を行う曜日と時間帯
	





（※）有償サービスがある場合は、その内容と料金も記載してください。
（様式Ｃ）
３．役員の氏名及び略歴を記載した書類
	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	（氏名）


	（略歴）

	
当法人の役員に、以下の者は含まれない。（含まれないものに☑）
□ 成年被後見人又は被保佐人
□ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
□ 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者
□ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者





（様式Ｄ）
４．支援業務以外の現に行っている業務の概略を記載した書類　

	支援業務以外の現に行っている
業務の概略
	





















	支援業務以外の
業務の実施方法
	（該当するものに☑）
□ 上記業務の責任者を支援業務の責任者と異なる者とする
□ 上記業務の経理を支援業務の経理と区分して処理する
□ 上記業務は支援業務と利益相反する業務ではない
□ 上記業務に干渉されることなく支援業務を公正に実施する
□ その他












